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物品証券の効力に関する新たな法律構成
カナリスの見解を基点とする近年ドイツ学説の受容可能性
田蓮宏康
本稿は､ 2008年10月11日(土)に中京大学で開催された第58回日本海法学会において筆
者が行った研究報告をまとめたものである｡
1　はじめに
ドイツにおいて1978年に発行された商法大コンメンタール第3巻第2分冊1'及び1980年
に発行された有価証券法教科書2'で示された､船荷証券をはじめとする物品証券-)の効力
に関するカナリスの見解は､ドイツにおける今日までの学説に強い影響を及ぼしている｡
そこで､本稿においては､物品証券の債権的効力及び物権的効力のそれぞれについてわが
国の学説状況をまとめたうえで､カナリスの見解を基点とする近年ドイツ学説を紹介し､
そのわが国への受容の余地を検討したい｡
2　物品証券の債権的効力について
(1)わが国の学説状況
商法572条は､ ｢貨物引換証ヲ作りタルトキハ運送二関スル事項ハ運送人卜所持人トノ間
二於テハ貨物引換証ノ走ムル所二依ル｣と規定しているが､このような物品証券の債権的
効力(商572条のほか､商602条･627条2項･776条､国際海運9条参照)は､物品証券の
文言性ないし物品証券おける抗弁制限にほかならない4)｡他方､物品証券の性質について
は､要因証券と解する見解と無困証券と解する見解が対立しているが､物品証券を文字通
1) Groskommentar zum HGB, Ⅲ/2, 3. Aufl. 1978.
2) Hueck/Canaris, Recht der Recht der Wertpapiere, 12. Åun. 1986.
3)本報告においては,貨物引換証,倉庫証券及び船荷証券の総称として｢物品証券｣とい
う語を使用する｡
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りの要因証券と解する場合には､その文言性は一応の証拠力にすぎないこととなり､抗弁
制限は全く認められないこととなるかr上　せいぜい運送賃等の軽微な事項についてのみ抗
弁制限が認められるにすぎないこととなろう6)｡
もっとも､わが国において多数説を形成しているのは､物品証券を要因証券と解しつつ､
(手その要因性の意味を証券に原因の記載を要するということと解したうえで(いわゆる紙
上要因説)文言性を強調することによって7)､あるいは(彰禁反言別としての文言性を強調
することによってH､あるいは③抗弁制限原則を強調することによってリー､空券叉は品違
いの場合に善意の所持人を保護しようとする見解である｡しかしながら､このような見解
に対しては､ ｢よく言-ば文言性と要因性とを調和されたものであるが､端的に言へば首
鼠両端を持するものである｣という批判もあり川-､これらの見解から物品証券の債権的効
力の妥当範囲､すなわちいかなる場合に文言性が妥当していかなる場合に要因性が妥当す
るかについて明確な基準を見出すことは困難である｡
物品証券を要因証券と解し､仮にその文言性を否定しても､空券･品違いの場合につい
ては､発行者に所持人に対する｢契約締結上の過失｣による責任を認めることが可能であ
るからい､必ずしも所持人に酷な事態が生ずるわけではない｡しかし､問題となる抗弁が
原因となる運送契約の取消･解除等必ずしも空券･品違いの場合に限定されるものではな
いことを考慮すると､物品証券の文言性を否定し去ってよいかは疑問である｡それにもか
かわらず､多数説が物品証券を無困証券と解することに蒔踏し､いわゆる紙上要因説など
にみられる解釈を展開してきたのは､とくに物品証券の発行者が物品の不可抗力による滅
失を所持人に対抗できるということの理論的な説明に窮するためであったと思われる｡
上のような学説状況にあって｢船荷証券債務の有因若くは要因性などといふことは､抑
4)文言性と抗弁制限法理とが同様の機能を有する点について,上柳克郎『会社法･手形法論
集』 347頁(有斐閣, 1980)参照
5)大橋光雄｢船荷証券の要因性｣ 『船荷証券及船舶担保法の研究』 281頁以下(有斐閣, 1941)
参照｡
6)松本蒸治『商行為法』 241頁以下(中央大学,第30版, 1928),田中耕太郎『商行為法講義
要領』 156頁以下(自己出版, 1930)参照｡
7)竹田省『商法の理論と解釈』 459頁以下(有斐閣, 1959),田中誠二『新版商行為法』 234
頁以下(千倉書房, 1958),大隅健一郎『商行為法』 156頁以下(青林書院, 1957)参照｡
8)西原寛一『商行為法』 321頁(有斐閣, 1960),菅原菊志｢貨物引換証の要因性と文言性｣
ジュリ300号221頁(1964)参照｡
9)谷川久｢船荷証券記載の効力｣法雑9巻1号45頁以下参照｡
10)大橋･前掲注5)316頁以卜｡
ll)落合誠一『運送法の課題と展開』 255頁以下(弘文堂, 1994),江頭憲治郎『商取引法(第
4版)』 352頁注1)(弘文堂, 2008)参照｡
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も純粋証券理論本道の問題ではない｣とみる竹井廉博士は､ ｢船荷証券の抽象債権説の受
けたる非難は､抽象債権と見るときは､不可抗力に因る貨物の滅失の場合に於ても､証券
債務者は其債務より免れ得ず､ --総じて抽象証券債権に付ては､運送法規定の適用なき
に至ることであった｡ ---が､ひとたび船荷証券債務の本質を顧るならば､それは証券上
に於てなさるゝとはい-､貨物受取による引渡及び輸送給付の約束である｡そのレセプツ
ムによる引渡といひ､輸送給付といひ､給付行為の実質に於ては運送契約の運送と異なら
ざるのみならず､また船荷証券に関する規定の商法上の位置から考へても､船荷証券債務
に対し先ず第一に類推適用さるべきものは運送法規定である｣と述べている12)｡
上のような竹井博士の見解に対しては､ ｢吾人を以て見れば､極端な議論であって殆ど
理解することを得ず､吾人の批評を絶している｣1日といった冷淡な反応もあった｡しかし､
ドイツにおいてウルマ-が｢有価証券に表章される債務は､常に独立した債務である｡し
かし､債務の内容と証券上の責任の範囲については､表章された約束が無色の給付(支払)
約束であるか､ (例えば運送法､倉庫法､保険法上の約束として)一定の債務法ヒの類型に
属するものであるかは重要な意味を有する｣と主張するに及びJ4㌧　わが国においても以下
のように竹井博士の見解と類似の見解が有力となる｡
例えば民法学の立場から無因性概念の歴史的形成過程を辿った原島重義博士は､無因性
の中には､原因関係からの開放と､その原因関係たる法律関係が有する特定のTypusから
の開放とが含まれており､ドイツ民法制定にあたっては､ ｢義務負担原因を表示しない債
務約束｣と｢たんに一般的にしかそれを表示しない債務約束｣との区別が明確に意識され
ていたと述べ､後者の特殊性を債務者の義務が一定の関係では法規範によって判断される
という点に求める｡そして､これを｢制限的無因性｣という用語で呼び､物品証券の性質
を｢制限無囚｣的なものと解し､運送契約の無効･消滅等につき抗弁の制限を認めたうえ
で､ ｢証券上の権利は運送法上･ (倉庫)寄託法卜.の権利を表彰するものであるから-
『制限的無困性』 -たとえば運送品の過失によらざる滅失(商法577条)､運送人･受託人
の責任の短期消滅要件の充足(商法588､ 625条)､運送･受託責任の短期消滅時効の完成
(商法589､ 566､ 626条)等､運送法･倉庫寄託法にもとづく抗弁は､なお『其証書ノ性質
12)竹井廉｢船荷証券の本質｣京城法学会論集第8冊『判例と理論』 519頁, 527頁(刀江書
院, 1935)｡
13)大橋･前掲注5)320頁｡
14) Ulmer, Das Recht der Wertpapiere, 1938, S. 59.
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解している15)｡また､小橋-一一郎博士は､ドイツにおける無因性に関する議論を紹介したう
えで､ ｢-･･･ウルマ-は､無因という言葉の使用を避け､証券上の義務の原因からの独立､
証券の内容としての無色の給付約束と典型という表現をした｡この考え方がドイツの最近
の有価証券法教科書では､用語に若干の相違はあれ､ほぼ定着している｣として､ ｢筆者
としては､これらの証券(物品証券-筆者)についても､証券上の法律関係が原因たる契
約から独立していることは認めうると思う｡そして､文言証券として､証券上の法律関係
は証券記載の文言によって決せられるが､その法律関係が運送契約･寄託契約上のもので
ある以上､その法律関係したがって文言性も運送法･寄託法の制約に服し､法定免責事由
などは証券上の法律関係にも適用されると考える｣と述べているlf一一｡
(2)カナリスの見解とこれに対する批判
ドイツに目を移すと､カナリスは､ウルマ-の見解を推し進め､以下のように｢無因性｣
と｢非類型性｣との区別を強調している｡
｢表章される権利の運送契約に対する独立性(Selbstandigkeit)は､無因性(Abstraktheit)
と呼ばれるべきである｡この概念の多義性に混乱してはならない｡これは内容的な『無色
性』 (Farblosigkeit)や『非類型性』 (Typuslosigkeit)という意味で使用されてはならず､
他の契約に対する独立性､すなわち､非付従性(Nichtakzessorietat)という意味で使用さ
れるべきである｡ --したがって､船荷証券と貨物引換証は､表章される権利が内容と効
力において基礎にある運送契約から独立しているという意味で原則として無困であるが､
無因の債務約束のような法的に『無色な』 (farblos)給付ではなく､運送契約の法律的類
型によって類型化された給付が債務化されているという意味では類型的である｡この類型
性(Typusbezogenheit)は､決して表章される権利の具体的な運送契約に対する独立性に
通じるものではない｡なぜなら､類型的抗弁は､運送契約から生ずる原因債権に対置され
うるものであり､他方､表章される権利は､運送法的性質を有するために運送法上の引渡
請求権の法律的な前提と制約に結合されることから､類型的抗弁は､表章される権利に影
響を及ぼすものではないからである｡すなわち､表章される権利に対置される運送契約か
ら生ずる抗弁の問題なのではなく､運送法的性質を有する船荷証券叉は貨物引換証それ自
15)原島重義｢引渡証券のいわゆる『要因性』について｣法政25巻2-4号301頁以下(1959)｡
16)小橋一郎『有価証券の基礎理論』 61頁以下, 74頁(日本評論社, 1982)｡なお,本稿にお
いては,小橋博士が｢典型｣と訳したTypusを｢類型｣と訳している｡
ー9-
体から生ずる抗弁の問題なのである｣､と17'｡
ツェルナ-は､カナリスが使用する｢非付従性｣という概念について｢この概念を非付
従性と呼ぶことは適切ではない｣と述べつつも､類型性概念に対しては一定の意義を認め
ているl枯)｡これに対し､伝統的な学説に従って物品証券を要因証券と解するシュナウダー
は､カナリスの見解について以下のような批判を行っている｡
｢運送された物品が消滅叉は喪失した場合､債務者は､ドイツ民法275条1(''によりその
第一次的債務を免れ､これをすべての証券上の債権者に対抗できる｡このことは運送法上
の有価証券の特質を示すものではなく､引き受けられた物品を引き渡すという運送契約上
の義務を表章する証券の内容すなわち証券的抗弁から当然に明らかになる｡ --類型的抗
弁の理論は､単に有価証券法上の抗弁排除の原則を制限するという機能をもつにすぎない｡
その全体の構成は､非常に複雑な原則例外として現れるが､単なる債務者の給付の不能と
いう一般私法上の結論にすぎないことを考えると､きわめて大きな理論的浪費がある｡構
成上及び専門用語上の困難の原因は､証券内容と運送契約とが完全に分離しているという
ことを前提にしている点に存する｡このことは､抗弁の問題において､ 『無因性』の分裂
を招来し､ 『非類型性』の追加を要請するが､そのような区別を示す専門用語の形成は疑
わしい｡なぜなら､それは単に物品証券における特殊な法的状況を説明するという目的を
達成するにすぎず､私法における統一的かつ明瞭な体系･概念形成の妨げとなるからであ
る｣､と20'｡
(3)カナリスの見解の受容可能性
カナリスの見解がシュナウダーが述べるように｢私法における統一的かつ明瞭な体系･
概念形成の妨げとなる理論的浪費｣にすぎないとすれば､それをあえて受容するのは愚か
であろう｡しかし､カナリスの見解には､わが国において必ずしも明確でなかった物品証
券の債権的効力の妥当範囲をそれなりに明瞭な法律構成をもって決定しうるという利点が
ある｡すなわち､カナリスの見解を受容する場合には､物品証券は無因証券と解され､原
因となる運送契約等の取消･解除等について抗弁制限が妥当することが疑いなくなる｡ま
17) Canris, a. a. 0.(Fn. 1) §363 Ann. 44.
18) Zollner, Wertpapierrecht, 14. Aufl. 1987, §5I 1 und 4.
19)ドイツ民法275条は,給付が不能になった場合における債務者の免責について規定して
いる｡
20) Schnauder, Sachenrechtliche und wertpapierrechtliche Wirkungen der kaufmannischen
Traditionspapiere, Nュw 1991, S. 1645.
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た､物品証券は､ ｢運送契約の法律的類型によって類型化された給付が債務化されている｣
という｢類型性｣を有すると解されることから､その法律関係に対しても商法588条等の
関連する契約類型に関する法規定が適用されることが明らかになり､その発行者が物品の
不可抗力による滅失を所持人に対抗できること等は､民法472条の抗弁制限の例外である
｢その証書の性質(類型性)から当然に生ずる結果｣として説明されることとなる｡
上のような結論自体は､必ずしも目新しいものではないが､筆者にはその結論を導く法
律構成として最も明瞭なもののように思われる｡その意味で､わが国においてもカナリス
の見解を受容する実益はあるのではあるまいか｡
3　物品証券の物権的効力について
(1)わが国の学説状況
商法575条は､ ｢貨物引換証二依り運送品ヲ受取ルコトヲ得へキ者二貨物引換証ヲ引渡シ
タルトキハ其ノ引渡ハ運送品ノ上二行使スル権利ノ取得二付キ運送品ノ引渡卜同一ノ効力
ヲ有ス｣と規定している｡このような物品証券の物権的効力(商575条のほか､商604条･
627条2項･776条､国際海運10条参照)の法律構成に関する議論は､わが国においては､
証券が物品を代表するために証券の引渡しが直接占有移転の法則により物品の間接占有を
移転する効力を有するものと解する代表説と証券の引渡しが民法上の占有移転方法と無関
係に物品の引渡しと同一の効力を有するものと解する絶対説の対立を軸として繰り広げら
れてきた21'｡例えば代表説の論者は､絶対説に対し｢絶対説に依れば､証券発行の後に於
ては船長が物の占有を失ふも証券は其物権的効力を失はざること前に述べたる所の如し｡
船長が占有を失ふも証券が尚は物権的効力を有すとせば何が故に物が船長に引渡され船長
之を占有するに非ざれば其物権的効力を生ぜざるやは之を解するを得ず｣と批判する22)｡
これに対し､絶対説の論者は､ ｢絶対説に依らないと証券の物権的効力は証券所持人の不
知の間に消滅する機会が多くなり､所持人の地位は不安定となり､其の流通力を阻害する
虞れが大となり､殊に海上運送人が一時運送品の占有を失った場合又は海上運送人の占有
21)これに対し,物権的効力を否定する見解もある(谷川久｢船荷証券の物権的効力理論に
関する反省｣海法会誌復刊5号64頁以下(1957)参照)0
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が第三者の悪意の占有に因り代られたときに証券の物権的効力は消滅し不都合なる結果を
生ずるに至る｣と反論する=H｡
上の議論からも明らかなように代表説と絶対説の対立は､ ｢証券債務者が物品の直接占
有を失った場合に物品証券の物権的効力が認められるか否か｣という問題に集約的に現わ
れ､代表説は､この間題を論理的観点から否定するのに対し､絶対説は､この間題を実際
的観点から肯定する｡そして､最近においては､技術革新に伴う船舶の高速化等により､
運送品が船荷証券よりも早く陸揚港に到着貨物の流れに船荷証券の到着するという｢船荷
証券の危機｣を背景に証券債務者が相当の担保を取って物品証券と引き換えでなく物品を
引き渡すという｢保証渡し｣が増加しており､そのような場合における証券所持人の権利
保護の観点から絶対説が支持されてきているJr"｡
(2)ドイツの新しい学説
a　カナリスの見解- ｢有価証券法的修正相対説｣ -
ドイツにおいては､現在でも代表説が通説であるが､カナリスは､相対説を基礎とする
｢有価証券法的修正相対説(Wertpapierrechtlich fortgebildete und modifizierterelative
Theorie)｣35)と呼ばれる新しい見解を主張している｡
カナリスは､民法の関係規定を出発点として｢それとの比較が商法の規定に独自の内容
が帰属するか否か､また､どの程度帰属するかを示す｣と述べ26'､商法の物権的効力に関
する規定27-にとっての間接占有の意義について以下のように解する｡
｢返還債務者が自主占有者となることにより証券所持人の間接占有が消滅する場合にも､
引渡証券による善意取得は認められる｡ --この場合にも､善意者は､手形法16条2項を
準用する商法365条により返還請求権を取得し､このことは､ l司時に物品の所有権が移転
するとき､彼にとってさらに威嚇的な所有権に基づく返還請求のために価値がある｡ ･--
善意取得者は､この場合には間接占有を取得しないため､民法934条28'の第2の選択肢の
要件は満たされない｡しかし､占有取得の要件が民法934条により定立されているのは､
22)竹田省『商法の理論と解釈』 523頁以下(有斐閣, 1959)｡
23)田中誠二『新言丁海商法提要』 385頁(有斐閣, 1948)｡
24)江頭･前掲注11)279頁以下注(ll),浅木慣- ｢貨物引換証の物権的効力に関する掌論
-絶対説の立場から-｣神院24巻3 ･ 4 Fl･9頁参照｡
25)この名称は,シュナウダーの命名による(Schnauder, a. a. 0.(Fn. 22)S. 1646)｡
26) Hueck/Canaris, a. a. 0.(Fn. 2) §23Ⅱ.
27)物品証券の物権的効力は,現行ドイツ商法の448条, 475G条及び650条において規定さ
れており,これらの規定の趣旨は,わが商法575条等と同様である｡
一一1三上一･
それ以前の処分が権利外観により資格づけられないからにはかならない｡これに対し､こ
の場合には､そのような権利外観が資格証券の所持に基づいて存在する｡したがって､占
有取得の要件が商法の規定のために不要な場合には､民法934条の第1の選択肢が類推適
用されうる｡なぜなら､証券は､民法934条が即時の所有権取得に対する十分な根拠とす
る-不可視の! -間接占有と同程度の権利外観を設定するからである｡
間接占有が返還債務者の占有喪失のために消滅する場合には､異なる決定がなされる｡
この点に関しては､すでに商法の規定の文言が語っている｡というのは､引渡効力は､物
品の『受取り』から始まることから､債務者側の占有の何らかの形式-単なる無制限的
でない他主占有-を要するからである｡さらに返還請求権は､民法275条により消滅す
るか民法280条により損害賠償請求権に変化するからB､善意者は､返還請求権を取得し
ないこととなる｡権利外観的考慮も､債務者が有していないために引き渡すことができな
い物品の返還請求権を創造しえないから､善意取得は問題にならない｡現在の占有者に対
する返還請求権は､表章されていないから､証券の引渡によって取得されえない｡表章さ
れた返還請求権を全く取得しない者は､ますます物品の所有権を取得しえない｡もっとも､
取得者は､少なくとも占有が復帰する場合には､証券債務者により法律上完全な権利へと
強化する物権的な承継権を取得する｣､と･i"｡
以上のような商法の物権的効力に関する規定にとっての間接占有の意義の理解を基礎と
して､カナリスは､以下のように結論づける｡
｢返還債務者が自主占有者になった場合にも､引渡証券の引渡は､善意取得を可能にす
るから､代表説は正当でない｡証券が間接占有を代表せず､単純な返還請求権を化体する
にすぎないということは､自明である｡しかし､絶対説の主張に反し､商法の規定は､決
して一般物権法の占有の前提から独立していないから､絶対説も､支持できない｡なぜな
28)ドイツ民法は, 931条において｢第三者が硯に物の占有を有する場合においては,引渡
は,所有者が取得者に物の返還請求権を譲渡することにより代用されうる｣と規定して物
の返還請求権の譲渡を引渡しの代用とするとともに, 934条において｢第931条により譲渡
された物が譲渡人に帰属しない場合,取得者は,譲渡人が物の間接占有を有するときは
(カナリスのいう第1の選択肢)請求権の譲渡と同時に,そうでないときは(カナリスのい
う第2の選択肢)取得者が物の占有を第三者から取得したときに所有者となる,ただし,
取得者が債権譲渡または占有取得の当時に善意でないときはこの限りでない｣と規定して
物の返還請求権の譲渡による善意取得を認めている｡
29)ドイツ民法275条および同280条は,それぞれ給付が不能になった場合における債務者の
免責および責任について規定している｡
30) Hueck/Canaris, a. a. 0.(Fn. 2) §23Ⅱ3.
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ら､証券債務者の占有喪失は､引渡効力を無効にするからである｡
これに対し､出発点において正当なのは､相対説である｡相対説により民法931条の規
定において主張される取得経過の整理は､原則として物権法の結果へと導く｡もちろん､
法律をその文言によってのみ適用するのではなく､そのつど立法趣旨に立ち戻り､返還請
求権の表章を十分に考慮に入れることが前提である｡それゆえ､相対説は､有価証券法的
に形成され､修正されなければならない｡その本質的内容は､ 『表章された返還請求権の
取得は､物品に関する占有の取得と同一の効力を有する』ということに要約される｡この
ことは､返還請求権と同時に間接占有が取得されるか否かにかかわらない限りにおいて､
代表説を超えている｡また､このことは､証券の単なる譲渡が引渡効力に対して十分でな
く､さらに証券債務者側の占有の何らかの形式を要する(そうでなければ､表章された返
還請求権は存続しない｡)限りにおいて､絶対説および商法の規定の文言とも異なる｣､
と11)｡
b　ツェルナ-らの見解- ｢有価証券法説｣ -
ツェルナ-は､基本的にカナリスの見解による結論を支持しているが､無権利者からの
善意取得の理論的な説明については､ややカナリスと異なり､ ｢公信力を与えられた引渡
証券の無権利の所持人､例えば盗取者叉は拾得者が物品を即時の効力をもって譲渡しうる
ことは疑いないのに対し､民法931条に基づく即時の所有権移転については､常に返還請
求権の真実の所持人のみが生じさせることができる｡なぜなら､請求権の単なる名目的権
利者による返還請求権の譲渡の場合､所有権は､民法934条の第2の選択肢に基づいて取
得者による直接占有の取得とともに善意取得者に移転するからである｣と述べ､このこと
から｢証券の引渡しは､決して物品の引渡しの代用をしない｣ということが示されるとし､
｢商法の規定が意図する法律効果は､むしろ表章により生ずる､返還請求権の善意取得の
拡大された可能性から明らかになる｣と解しており32-､そのようなカナリスとやや異なる
理解に基づいて以下のように結論づける｡
｢処分証券の譲渡については､限定的範囲において純粋な物権的処分形態とともに現れ
ない物権的効力が帰属することは明らかである｡倉庫に入れられているか運送されている
物品に関する通常の返還請求権譲渡の方法による処分によっては達成されえない法的効果
31) Hueck/Canaris, a. a. 0.(Fn. 2) §23Ⅱ5.
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が生ずる限りにおいて､この効果は､引渡効力の助けがなくても､有価証券法的な基本的
思考を使って説明されうる｡とくに返還請求権が流通保護を享受する証券に表章されてい
るということが重要である｡このことは､返還請求権が一般的規制に反してそれが帰属し
ない譲渡人からも取得されうるということを生じさせる｡このことにより無権利者からの
取得の可能性が多少拡大する｡しかし､物品の引渡しの擬制は､その結果の達成のために
本質的に正しくない方法である｡
上で展開した見解をいわゆる相対説に分類すべきではない｡論争の区画は､解明よりも
過度の誤解を発生させた｡これを代表説に落札させることは､ますます誤りである｡名称
を考案しなければならないのであれば､有価証券法的であるが､物権法と関連する流通保
護の理論というであろう｣､と3:}'｡
カールステン･シュミットは､カナリスの見解とツェルナ-の見解を比較して｢カナリ
スは､相対説からスタートし､表章された返還請求権の取得それ自体が物品に関する占有
の取得と同一の効力を有するということが自己形成を続けている｡ --･ツェルナ-は､新
たな誤解を避けるため､引渡学説の中でのあらゆる分類をしないよう勧告する｡彼は､従
来の学説について語らずに『有価証券法的ではあるが､物権法と関連する流通保護』につ
いて語る｡これは尊重されるべきである｣と述べてツェルナ-の見解を支持する'"'｡また､
シュナウダーは､とくにカナリスの見解を理論的に批判して以下のように述べる｡
｢新しい見解､いわゆる有価証券法的に形成され修正された相対説は､相対説と同様､
出発点において､所有権譲渡を､譲渡人が指図証券の譲渡により表章された返還請求権と
ともに､民法870条に従って間接占有を取得者に移転するということをもって説明する｡
--しかしながら､この見解の原則的命題は､何により引渡効力の機能が民法931条に
より重ねられ､剥ぎ取られるのか疑わしい｡商法の目的は､明白に商法の規定と民法の内
容を一致させることにあるが､周知のようにそれは必ずしも達成されない｡
あらゆる場合に､目前の問題において民法の優位を出発点にすることはできない､なぜ
なら､民法と商法は､その限りでは一致する観念を出発点にしていないからである｡民法
の引渡原則が直接占有又は間接占有を受け継ぐのに対し､引渡証券は､債権的有価証券と
して､物品の間接占有も証券所持人の占有関係も化体せず､占有引渡の法的請求権を化体
32) Zollner, a. a. 0.(Fn. 18) §25Ⅳ3C.
33) Zollner, a. a. 0.(Fn. 18) §25Ⅳ4.
34) Karsten Schmidt, Handelsrecht, 5. Åun. 1999, §23Ⅱ2.
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するにすぎない｡有価証券法的表章は､請求権の流通能力を､抗弁が制限される取得と無
権利者からの善意取得の可能性により高め､権利と証券の高い可動性だけでなく､商品の
高い可動性をも導くべきものである｡その結果､表章された債権は､決して証券発行者の
(継続する)占有媒介意思に依存しない｡返還請求権と所有権の取得は､証券債務者によ
る他主占有の自主占有-の変化よっても疑われない｡
したがって､引渡効ノJに関する商法の規定と民法931条の結合は､とくに民法の一定の
物権規定の分類の試みのように内部的崩壊なくして生じえない｡引渡証券の説明モデルと
しても､民法931条はほとんど役に立たない｡民法は､返還請求権の債権譲渡を交付の代
用として足りるものとする限りで､取得者が債権譲渡とともに物品の(不可視の場合にも)
間接占有を取得するということに基礎を有する(民法868条35'･870条･398条)｡しかし､
物品返還請求権は､証券の呈示なくして主張されえないから､有価証券法的に資格を認め
られた取得者は､引渡証券の占有とともにとりわけ物品に対する可視的関係を取得する｡
取得者の法的地位は､証券の中にいわば独占されている｡証券占有と物品占有との-餐
格機能と呈示機能による-特別な結合は､証券の単なる移転を権利譲渡の公示に足りる
ものとする立法者の決定のための十分な根拠である､と･-6'｡
そして､シュナウダーは､結論的に｢商人証券の引渡効力を､一種の引渡しの代用とし
てのその有価証券法的機能と基盤により､民法の規定-の組入れの放棄と理解すること一
一それに続く新しい見解(ツェルナ一､カールステン･シュミット) -､いわゆる有価
証券法説が正当と思われる｡それに加えて異なる評価基盤のために修正相対説に反する民
法の引渡原則-立ち戻ることは､吋能でもないし､必要でもないように思われる｣と述べ
る】7)｡
C　まとめ
ドイツの新しい学説は､ニュアンスは微妙に異なるが､いずれも物品証券の物権的効力
の本質を証券の引渡しにではなく､証券に表章された物品返還請求権の取得に求める点に
おいて共通している｡すなわち､ドイツの新しい学説によると､物品返還請求権は､有価
証券に表章されることにより､公示性を具有し､このことから有価証券に表章された物品
返還請求権の取得は､直接的に物品の引渡しの効果を生ぜしめる｡カナリスの見解とツェ
35)ドイツ民法868条は,間接占有の概念について規定している
36) Schnauder, a. a. 0.(Fn. 20)S. 1646.
37) Schnauder, a. a. 0.(Fn. 20)S. 1646.
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ルナ-らの見解の相違は､有価証券に表章された物品返還請求権の取得が物品の引渡の効
果を導くものと解する場合に､ドイツ民法の物権規定に依拠するか否かの点に存在するが､
本質的に異なるものではないであろう｡
(3)ドイツの新しい学説の受容可能性
物品証券の物権的効力の意義は､証券の取得による物品の所有権の即時取得をもたらす
点に存し､代表説と絶対説の相違は､ ｢物品に対する間接占有が失われた場合に無権利者
から証券を善意取得した者が物品の所有権を即時取得しうるか否か｣という点に存するが､
ドイツの新しい学説によると､この問題は､ CllJ)証券債務者が物占吊こ対する直接占有を失っ
たために物品に対する間接占有が失われた場合には､証券に表章された物品返還請求権も
消滅することを理由に否定され､彊)証券債務者が自主占有者となったために物品に対する
間接占有が失われた場合には､証券に表章された物品返還請求権は消滅しないことを理由
に肯定される｡このような結論が導き出されるのは､ドイツ民法が物の返還請求権の譲渡
を引渡しの代用としていることとも関係するようにも思われる｡しかし､ツェルナ-らの
見解は､必ずしもドイツ特有の民法の規定に依拠するものではなく､ ･股的な有価証券法
理に依拠するものであり､わが国においても妥当する余地はある｡
国際貿易においてとくに重要な役割を果たしている船荷証券に対する信頼を可及的に高
めようという絶対説の意凶は､理解しえないではない｡しかし､物品返還請求権が履行不
能となって消滅した場合に物品証券が物品返還請求権を表章しえなくなることは､わが国
においても否定できないであろうiH}｡そして､証券を善意取得しても物品返還請求権を取
得しえない者が証券の善意取得により物品の所有権を即時取得しうるものと解することは､
あまりに不自然ではなかろうか～l'-｡したがって､証券債務者が物品に対する直接占有を失っ
たために物品に対する間接占有が失われた場合に無権利者から証券を取得した者が物品の
所有権を即時取得しえないと解することには､十分な理由があると考える｡ただし､この
場合に証券債務者が占有回収の訴え(民200条)を捉起しうるときは､物品返還請求権は､
直ちに履行不能とはならないであろうから､無権利者から証券を善意取得した者は､物品
の所有権を即時取得しうると解すべきであろう｡
38)物品証券に表章された権利が原因関係からの独立性を有するという意味で無因的である
と解する場合においても,物品が喪失した場合に証券に表章された権利が消滅することは,
表章された権利自体の｢類型性｣から説明できる｡
39)このことは,物品返還請求権が債務者の責めに帰すべき事由により履行不能となって消
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他方､わが国においても､ ｢代理人が本人に対して以後自己又は第三者のために占有物
を所持する意思を表示した｣場合には､代理占有権(間接占有)は消滅する(民204条1
項2号)｡したがって､例えば証券債務者が何らかの事情により第三者のために占有物を
所持する意思を表示した場合には､間接占有は消滅するが､それにより物品返還請求権が
履行不能になるわけではないから､物品証券は､なお物品返還請求権を表章し続けること
になろう｡このような場合に無権利者から証券を善意取得した者が物品の所有権を即時取
得しうるという結論自体については､絶対説の支持者のみならず大方の賛成を得られるの
ではあるまいか｡
そして､ドイツの新しい学説の最大の魅力は､物品証券の物権的効力の本質を有体の紙
の引渡しにではなく､無体の権利の取得に求める点にある｡このことは､紙のない電子船
荷証券について物権的効力を認めるうえで重要な意味をもつものと考えられ､わが国にお
いてドイツの新しい学説を受容する意義は少なくないように思われる｡
4　おわりに
物品証券における無困性の意義を単なる独立性として純化させたうえで無困性･要因性
と別個の類型性･非類型性という概念を新たに認めるカナリスの見解は､ ｢理論的浪費｣
とみられなくもないが､この見解によると､わが国において必ずしも明確でなかった物品
証券の債権的効力､すなわち文言性と抗弁制限の妥当範囲を明瞭な法律構成をもって決定
しうる｡この利点は､わが国において物品証券に対する信頼を一層高めるであろう｡
他方､国際貿易においては前述の｢船荷証券の危機｣が発生している｡そのため､さま
ざまなレベルにおいて船荷証券の電子化の試みが進められているが､物品の引渡を有体物
である紙の引渡しに代用させる代表説や絶対説の法律構成は､必ずしも紙のない電子船荷
証券になじむものではなく､物権的効力の代替手段として指図による占有移転(民184条)
が検討されているようである10'｡しかし､ドイツの新しい学説に鑑みると､そのような純
粋な物権法-の回帰が電子船荷証券について物権的効力を認める唯一の途でもないように
思われる｡
滅した場合に物品証券が物品返還請求権に代わって損害賠償請求権を表章するものと解す
るときにも同様であろう｡
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物品証券の機能は､シュナウダーが述べるように｢請求権の流通能力を､抗弁が制限さ
れる取得と無権利者からの善意取得の吋能性により高め､権利と証券の高い可動性だけで
なく､商品の高い可動性をも導く｣ことにあり､このことは､物品証券を電子化する場合
にも決して変わるものではない｡したがって､物品証券の効力に関する明瞭かつ合理的な
法律構成は､物品証券を電子化する場合にも必要とされるものであろう｡
40)間宮順｢貿易取引の電子化の実態-船荷証券の電子化を中心として｣ジュリ1183号130
頁, 132頁(2000),両道彦『貿易取引の電子化』 61頁, 92貢, 249頁以卜(同文館出版, 2003)
参照｡
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